
第　４　章　　実 況 (施 計 画 事 業 の 執 行 状 単位：千円）

１　基本計画実現の基礎条件（人口・土地利用・行財政・環境）の基本方針を推進する基本的事業

≪人口≫
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

1 人口政策の推進 企画財政課 計画 検討･調整 検討･調整 検討･調整 検討･調整 検討･調整 　「明日の鎌倉を創る市民100人会
議」の設置、運営など市民参画を主体
とした基本計画づくりを推進した。
　市民意識調査で市民満足度を測るこ
とにより分野別の政策・施策・事務事
業の成果測定を実施した。
　また、基本計画（ＷＥＢ版）を作成
し、目標指標をもとにした基本計画進
行管理の枠組みをつくった。

　将来人口推計について
は、推計直後の人口増を十
分に読み込めなかった。
　多人数の市民参画のあり
方について、効率性・効果
性において考慮を要する。

　(次期基本計画策定基礎調査） ⇒ 改定 人口推計調査
市民意識調査

市民意識調査 基本、実施計画策
定

　

⇒

企画課 事業費 0 0 6,000 8,439 7,493

平成15年度改定後、事業工程変更 実績 人口関連施策連絡
協議会への人口動
態資料の配布と意
見聴取

人口関連施策連絡
協議会への人口動
態資料の配布と意
見聴取

将来人口推計、市
民意識調査の実
施、明日のかまく
らを創る市民100
人会議の運営

明日のかまくらを
創る市民100人会
議、総合計画策定
委員会の運営

第２期基本計画、
前期実施計画の策
定、パブリック・
コメントの実施、
総合計画審議会へ
の諮問

事業費 0 0 9,593 8,075 7,849

≪土地利用≫
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

1 国土利用に関する市町村計画の策
定

都市政策課 計画 策定準備 策定準備 　他市の策定状況や経過等の情報収集
の結果、策定見送り⇒

　平成15年度改定後、削除 事業費 0 0

実績 他市の策定状況や
経過等の情報収集

他市の策定状況や
経過等の情報収集

事業費 0 0

2 法定外公共物譲与申請事務 路政課 計画⇒

改定 実施 実施

　 道水路管理課 事業費 3,400 3,000 5,500 500

実績 譲与申請事務 譲与申請事務 譲与申請事務 16年度で譲与申請
完了

事業費 3,400 6,800 5,500 471
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≪行財政≫
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

1 行財政改革推進事業 行政課 計画 推進 推進 推進 推進 推進 　かまくら行財政プラン後期実施計画
を実施する中で、職員数の適正化、職
員給与の暫定の削減、補助金の見直し
など行政コストの削減を行うとともに
収入確保や市民との協働に努め、さら
に、事務事業評価の充実を図るため外
部評価を行うなど業務の改善に努めた
ことにより、本市の行財政改革は大き
な成果が得られた。

　少子高齢化、地方分権の
進展等の社会情勢を考える
と、今後の行財政改革の視
点は、コスト削減や効率化
を図ることはもとより、多
様化するニーズへの対応の
ため、公共の担い手の役割
分担等を明確化していく必
要がある。行政評価では、
事務事業評価の充実や施策
進行評価の導入による第２
期基本計画の推進に向けた
効率的・効果的な仕組みづ
くりが課題である。

⇒

　 行革推進担当 事業費 3,900 3,587 521 728 934

実績 かまくら行財政プ
ラン前期実施計画
の進行管理、かま
くら行財政プラン
後期実施計画の策
定、かまくら市民
指標、湘南ベンチ
マーク実施

かまくら行財政プ
ラン後期実施計画
書作成、財政力向
上プラン作成、事
務事業評価の試
行、かまくら市民
指標、市民満足度
アンケート調査の
実施

かまくら行財政プ
ラン後期実施計画
の進行管理、事務
事業評価、市民満
足度アンケート調
査の実施

かまくら行財政プ
ラン後期実施計画
の進行管理、事務
事業評価、事務事
業外部評価、市民
満足度アンケート
調査の実施

かまくら行財政プ
ラン後期実施計画
の進行管理、事務
事業評価、事務事
業外部評価、施策
評価の試行、市民
満足度アンケート
調査の実施、鎌倉
行政経営戦略プラ
ンの策定

事業費 3,515 345 323 573 612

2 行政情報化の推進 地域情報推進
課

計画 導入準備 導入準備 導入準備 開発 稼動 　統合的文書システム研究会における
調査・研究を行い、グループウェアの
導入及び運用を行った。（統合的文書管理システムの構

築）

⇒ 改定 研究会の開催、
ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ運用、
行政情報化関連事
業への支援

研究会の開催、
ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ運用、
行政情報化関連事
業への支援

研究会の開催、
ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ運用、
行政情報化関連事
業への支援

⇒

情報推進課

平成15年度改定後、事業工程変更

　 事業費 90 3,076 4,614 4,316 4,316

実績 統合的文書システ
ム研究会における
調査・研究

統合的文書システ
ム研究会における
調査・研究、グ
ループウェアの導
入

グループウェアの
運用

グループウェアの
運用

グループウェアの
運用

事業費 0 2,113 4,316 4,316 4,316

3 滞納整理支援システム導入事業 納税課 計画 システム開発 運用 運用 運用 　本システムの導入により組織的かつ
効率的な滞納整理が図られ、平成16年
度の市税徴収率は92.03％（前年比
0.29ポイント増）に、平成17年度には
機能分散型の滞納整理に移行し、徴収
率は92.1％（前年比0.07ポイント増）
と向上した。

稼動

　 事業費 0 11,000 6,000 5,577 6,364

実績 導入の為の調査及
び研究

滞納整理支援シス
テムの導入

システム運用 システム運用 システム運用

事業費 0 8,695 5,577 5,577 6,361
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≪環境≫
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

1 環境基本計画の推進 環境自治体課 計画 環境白書の作成･
公表

環境白書の作成･
公表

環境白書の作成･
公表

環境白書の作成･
公表

環境白書の作成･
公表

　平成１８年度から２７年度までを計
画期間とする第２期の環境基本計画を
策定。

　環境基本計画の進行管理
をどのようにしていくのか
を審議会で検討していく。　

⇒

新評価手法の検討 新評価手法の検討 新評価手法の検討 新計画の策定準備 新計画の策定準備

　 環境政策課 事業費 213 211 651 1,935 975

実績 環境白書の作成･
公表

環境白書の作成・
公表、市域の取り
組みの把握

環境白書の作成・
公表、市域の取り
組みの把握

環境白書の作成･
公表、第２期環境
基本計画策定に向
けた調査

環境白書の作成･
公表、第２期環境
基本計画の策定、
環境教育シンポジ
ウムの開催

事業費 143 207 435 1,935 828

2 環境保全行動指針の普及･啓発 環境自治体課 計画 市民･事業者への
普及･啓発

市民･事業者への
普及･啓発

市民･事業者への
普及･啓発

市民･事業者への
普及･啓発

市民･事業者への
普及･啓発

　かまくら環境保全推進会議の開催。
　また事業者向けのチェックシートや
子供向けのかまくら子ども環境カル
タ、地球にやさしい行動アンケートな
ど、小中学生と協働で実施。
　１７年度から環境教育に取り組んで
いる。

　環境教育推進計画策定に
向けての今後の取り組みを
具体的にどうやっていくか
が検討課題である。

⇒

　 環境政策課 事業費 1,035 328 116 116 116

実績 かまくら環境保全
推進会議開催、事
業者向けチェック
シートの作成

かまくら環境保全
推進会議開催、か
まくら子ども環境
カルタ作成

かまくら環境保全
推進会議の開催、
地球にやさしい行
動アンケートの実
施

かまくら環境保全
推進会議の開催

かまくら環境保全
推進会議の開催

事業費 190 260 103 88 71

3 環境保全活動への支援 環境自治体課 計画 支援 支援 支援 支援 支援 　講師派遣助成、通信費助成等によ
り、市民の環境保全活動への支援に一
定の成果を上げた。

　この制度の利用が一部の
環境保全団体に限定されて
いる傾向が見られる。今後
は、この支援制度をどのよ
うに浸透させていくかが課
題である。

　

⇒

　 環境政策課 事業費 130 210 160 160 160

実績 講師派遣助成等 講師派遣助成等 講師派遣助成等 講師派遣助成等 講師派遣助成等

事業費 126 30 100 45 40

4 エコアクション21の普及促進 環境政策課 計画 　中小企業向けの環境マネジメントシ
ステム「かまくらＥＡ２１」を策定
し、市内事業所の参加、登録の普及促
進を図ることにより、徐々に浸透して
いる。

　今後、参加登録事業所数
を増加させるべく方策が必
要である。

　

⇒

改定 事業者への登録支
援

事業者への登録支
援

事業者への登録支
援

　平成15年度改定後、新規採択 事業費 720 720 720

実績 アドバイザー派
遣、登録支援

アドバイザー派
遣、登録支援

アドバイザー派
遣、登録支援

事業費 410 340 245
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